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島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会規定 

 
（設 置） 
第１条 松江市に設置される中国電力株式会社島根原子力発電所の周辺地域における環境

   放射線等の調査結果を把握し、住民の健康と安全の確保について県民一般への周知 

をはかることを目的として島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会（以下「協 

議会」という。）を置く。 
 
（所掌事項） 
第２条 協議会は前条の目的を達成するため次の事項を行う。 
 （１）環境放射線等の調査結果の把握とその周知方法についての協議 
 （２）環境の安全性を把握するため必要な資料の収集及び調査 
 （３）その他目的達成に必要な事項 
 
（構 成） 
第３条 協議会は、委員７０名以内で組織し、会長及び副会長２名を置く。 
 ２ 委員は、知事及び次の各号に掲げる者のうち知事が委嘱し、または任命した者とす

  る。 
 （１）公職にある者 
 （２）各種団体等の推薦を受けた者 
 （３）行政職員 
 ３ 委員の任期は、前項第１号の委員はその職の任期とし、第２号の委員は２年とし、

  第３号の委員はその職の在任期間とする。ただし、それぞれ再任を妨げない。 
 ４ 第２項第２号に規定する各種団体等の推薦を受けたものが欠けた場合における補欠

  の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（会長及び副会長） 
第４条 会長は知事をもって充て、副会長は委員のうちから互選する。 
 ２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 
 ３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があったときはあらかじめ会長の指名した副会

  長がその職務を代理する。 
 
（会 議） 
第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
 ２ 会議は、定例会及び臨時会とし、定例会は年１回、臨時会は会長が必要と認めたと

  きに開催する。 
 ３ 会議は、原則として公開とする。ただし、委員の過半数が認めるときは、非公開と

  することができる。 
 
（顧 問） 

第６条 会長は、必要に応じて、島根県原子力安全顧問（以下「顧問」という）に出席を

求めることができる。 
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（専門部会） 
第７条 協議会に専門部会を置くことができる。 
 ２ 専門部会は、協議会の委員若干人で組織する。 
 ３ 専門部会は、協議会の目的を達成するため専門的事項の調査検討を行う。 
 
（オブザーバー） 

第８条 協議会にオブザーバーを置き、会長は、必要に応じて、出席を求めることができ

る。 

 
（庶 務） 
第９条 協議会の庶務は、防災部原子力安全対策課において処理する。 
 
（その他） 
第１０条 この規定に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は会長が会議に諮

って定める。 
 
付 則 
 この規定は、昭和４８年５月２５日から施行する。 
 一部改正  平成 ５年４月１日 
  一部改正  平成１０年４月１日 
  一部改正  平成１５年４月１日 
  一部改正  平成１８年２月８日（ただし、第３条第３項及び第４項の規定は平成１８

       年４月１日から施行する。） 
  一部改正  平成１９年７月１３日 
 一部改正  平成２０年１１月２５日 

 一部改正  平成２３年８月１日 
 一部改正  平成２５年４月１日 
一部改正  平成２５年８月１日 
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島 根 県 原 子 力 発 電 所 安 全 対 策 協 議 会 規 定 新 旧 対 照 表

改 正 前 改 正 後

島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会規定 島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会規定

（設 置） （設 置）

第１条 松江市に設置される中国電力株式会社島根原子力発電所の周辺地域に 第１条 松江市に設置される中国電力株式会社島根原子力発電所の周辺地域に

おける環境放射線等の調査結果を把握し、住民の健康と安全の確保について おける環境放射線等の調査結果を把握し、住民の健康と安全の確保について

県民一般への周知をはかることを目的として島根県原子力発電所周辺環境安 県民一般への周知をはかることを目的として島根県原子力発電所周辺環境安

全対策協議会（以下「協議会」という ）を置く。 全対策協議会（以下「協議会」という ）を置く。。 。

（所掌事項） （所掌事項）

第２条 協議会は前条の目的を達成するため次の事項を行う。 第２条 協議会は前条の目的を達成するため次の事項を行う。

（１）環境放射線等の調査結果の把握とその周知方法についての協議 （１）環境放射線等の調査結果の把握とその周知方法についての協議

（２）環境の安全性を把握するため必要な資料の収集及び調査 （２）環境の安全性を把握するため必要な資料の収集及び調査

（３）その他目的達成に必要な事項 （３）その他目的達成に必要な事項

（構 成） （構 成）

第３条 協議会は、委員 名以内で組織し、会長及び副会長２名を置く。 第３条 協議会は、委員 名以内で組織し、会長及び副会長２名を置く。４２ ７０

２ 委員は、知事及び次の各号に掲げる者のうち知事が委嘱し、または任命し ２ 委員は、知事及び次の各号に掲げる者のうち知事が委嘱し、または任命し

た者とする。 た者とする。

（１）公職にある者 （１）公職にある者

（２）各種団体等の推薦を受けた者 （２）各種団体等の推薦を受けた者

（３）行政職員 （３）行政職員

３ 委員の任期は、前項第１号の委員はその職の任期とし、第２号の委員は２ ３ 委員の任期は、前項第１号の委員はその職の任期とし、第２号の委員は２

年とし、第３号の委員はその職の在任期間とする。ただし、それぞれ再任を 年とし、第３号の委員はその職の在任期間とする。ただし、それぞれ再任を

妨げない。 妨げない。

４ 第２項第２号に規定する各種団体等の推薦を受けたものが欠けた場合にお ４ 第２項第２号に規定する各種団体等の推薦を受けたものが欠けた場合にお

ける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 ける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長） （会長及び副会長）

第４条 会長は知事をもって充て、副会長は委員のうちから互選する。 第４条 会長は知事をもって充て、副会長は委員のうちから互選する。

２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 ２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。

３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があったときはあらかじめ会長の指名 ３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があったときはあらかじめ会長の指名

した副会長がその職務を代理する。 した副会長がその職務を代理する。

（会 議） （会 議）

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 会議は、定例会及び臨時会とし、定例会は年１回、臨時会は会長が必要と ２ 会議は、定例会及び臨時会とし、定例会は年１回、臨時会は会長が必要と

認めたときに開催する。 認めたときに開催する。

３ 会議は、原則として公開とする。ただし、委員の過半数が認めるときは、 ３ 会議は、原則として公開とする。ただし、委員の過半数が認めるときは、

非公開とすることができる。 非公開とすることができる。
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改 正 前 改 正 後

（顧 問） （顧 問）

、 、 （ 「 」 ） 、 、 （ 「 」 ）第６条 会長は 必要に応じて 島根県原子力安全顧問 以下 顧問 という 第６条 会長は 必要に応じて 島根県原子力安全顧問 以下 顧問 という

に出席を求めることができる。 に出席を求めることができる。

（専門部会） （専門部会）

第７条 協議会に専門部会を置くことができる。 第７条 協議会に専門部会を置くことができる。

２ 専門部会は、協議会の委員若干人で組織する。 ２ 専門部会は、協議会の委員若干人で組織する。

３ 専門部会は、協議会の目的を達成するため専門的事項の調査検討を行う。 ３ 専門部会は、協議会の目的を達成するため専門的事項の調査検討を行う。

（オブザーバー）

第８条 協議会にオブザーバーを置き、会長は、必要に応じて、出席を求める

ことができる。

（庶 務） （庶 務）

第 条 協議会の庶務は、防災部原子力安全対策課において処理する。 第 条 協議会の庶務は、防災部原子力安全対策課において処理する。８ ９

（その他） （その他）

第 条 この規定に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は会長が 第 条 この規定に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は会長９ １０

会議に諮って定める。 が会議に諮って定める。

付 則 付 則

この規定は、昭和４８年５月２５日から施行する。 この規定は、昭和４８年５月２５日から施行する。

一部改正 平成 ５年４月１日 一部改正 平成 ５年４月１日

一部改正 平成１０年４月１日 一部改正 平成１０年４月１日

一部改正 平成１５年４月１日 一部改正 平成１５年４月１日

一部改正 平成１８年２月８日（ただし、第３条第３項及び第４項の規定 一部改正 平成１８年２月８日（ただし、第３条第３項及び第４項の規定

は平成１８年４月１日から施行する ） は平成１８年４月１日から施行する ）。 。

一部改正 平成１９年７月１３日 一部改正 平成１９年７月１３日

一部改正 平成２０年１１月２５日 一部改正 平成２０年１１月２５日

一部改正 平成２３年８月１日 一部改正 平成２３年８月１日

一部改正 平成２５年４月１日 一部改正 平成２５年４月１日

一部改正 平成２５年８月１日


